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支援策について
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名 称: 独立行政法人中小企業基盤整備機構 （略称:中小機構）
所管官庁: 経済産業省（中小企業庁）
設 立: 平成16年7月1日
職 員 数: 783名（2023年4月1日現在）
主要拠点:

■本部（東京都港区） ■地域本部等（北海道～九州・沖縄まで10拠点） ■中小企業大学校 9校
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【組織概要】

【主な事業】
事業の創出・発展 事業の高度化 経営の継続

創業・第２創業 事業承継・事業引継ぎ
・事業承継・引継ぎ支援センター

（全国本部）
・事業承継ファンド
・事業承継・引継ぎ補助金

経営課題の解決
・インキュベーション事業

全国29ヶ所のインキュベーション施設での支援

・起業支援ファンド

新事業展開

・販路開拓・マッチング支援
Ｊ-GoodTech（ｼﾞｪｸﾞﾃｯｸ）

・海外展開支援
・中小企業成⾧支援ファンド

・経営相談
・専門家派遣（ハンズオン支援）

人材育成
・中小企業大学校
・研修・セミナー

小規模企業共済

経営セーフティ共済
資金支援
・ものづくり補助金
・事業再構築補助金
・IT導入補助金
・持続化補助金 赤字･･･本日の説明事項

【目的】 日本で唯一の中小企業政策全般にわたる総合的な実施機関として、中小企業・小規模事業者が
事業活動を行う上で直面する経営課題に対し、効果的かつ機動的に支援

1. 中小機構の概要
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カーボンニュートラルとは、温室効果ガス(GHG:GreenHouseGas)の排出量から、
植林等による「吸収量」を差し引いて、合計をゼロとすること

（出典）NEDO Green Japan, Green Innovation WEBサイトより作成

 2030年:温室効果ガス 46％削減（2013年度比）
 2050年:カーボンニュートラルを目指すことを宣言

省エネ・再エネ化による削減

排出する量＝吸収・除去する量
⇒排出量が全体で0(ニュートラル)

国際公約

2. (1) カーボンニュートラルの概要
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エネルギー起

源CO2
84%

非エネルギー

起源CO2
7%

メタン
2%

一酸化二窒素
2%

代替フロン等4
ガス
5%

2021年度 GHG排出量割合

GHG排出量
11.7億トン

（参考）環境省・国立環境研究所「2021年度（令和3年度）の温室効果ガス排出・吸収量（確報値）について」 より値を参照

カーボンニュートラルとは、温室効果ガス(GHG:GreenHouseGas)の排出量から、
植林等による「吸収量」を差し引いて、合計をゼロとすること

⇒日本のGHGは8割以上がエネルギー起源CO2

2. (1) カーボンニュートラルの概要
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地球温暖化

気候変動問題
 気温の上昇
 嵐被害の増大
 干ばつの増加
 海の温暖化と海面の上昇
 生物種の喪失
 食料不足
 健康リスクの増大
 貧困と強制移住

パリ協定 2015年 COP21(第21回・フランス パリで実施)において採択

•世界共通の⾧期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追
求すること。
•主要排出国を含む全ての国が削減目標を5年ごとに提出・更新すること。

日本は、2013年比で▲26％を目標

第45回地球温暖化対策推進本部(2021年4月22日)
・⾧期目標達成のためには、2030年までに45％削減され、2050年頃には正味ゼロに達する必要がある

2030年:46％減
2050年:カーボンニュートラル達成

国連気候変動枠組条約締約国会議(COP)
1995年 COP1(第1回・ドイツ ベルリンで実施)

同日、気候サミット(米国主催)にて菅元総理大臣が宣言

2. (1) カーボンニュートラルの概要
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「⾧期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求すること」
＝産業革命以前(1850年～1900年)と比較して、

世界平均気温の値を＋2℃、可能な限り＋1.5℃に抑えること。
 現在は＋1.1℃程度
 現在のペースで気温上昇が続けば、2030年～2052年の間に＋1.5℃に到達する

可能性が高い

IPCC1.5℃特別報告書 「＋1.5℃と＋2℃の間には有意な差がある。」
＋1.5℃の場合
 極端な猛暑:10年に4回
 サンゴ礁が50％以上失われる
 南極等の崩壊を食い止められる。
 ＋2℃と比較して水不足にさらされる世界人口が

50％減少する。

＋2℃の場合
 極端な猛暑:10年に5～6回
 サンゴ礁が99％以上失われる
 2100年までの海面上昇が＋1.5℃と比較して

10㎝多くなる。

影響
 異常気象
 干ばつ、水不足
 海水温上昇による生態系の破壊
 火災リスクの上昇
 大気汚染
 動物の生息域変化

 豪雨災害、農作物の不作、不漁、森林破壊、感染症リスクの増加

2. (1) カーボンニュートラルの概要
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○カーボンニュートラル目標を表明する国・地域が急増。
○世界の154か国・1地域がカーボンニュートラルを宣言(2021年11月現在)

・GDPが世界全体に占める割合90％
・CO2排出量が世界全体に占める割合79％

○排出削減と経済成⾧をともに実現するGXに向けた大規模な投資競争が激化。

（出典）経済産業省
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2021/pdf/1_2.pdf

（出典）経済産業省 資源エネルギー庁
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2022/html/1-2-1.html

2. (2) 世界と日本の取り組み状況



15

• Appleは2020年7月、公式サイトでサプライチェーンを含むカーボンニュートラ
ルを宣言。自社だけでなく、製造サプライチェーンのすべてを通じて、2030年
までに気候への影響を実質ゼロにすることを目指しています。

• Appleの他、グローバル企業が、サプライチェーン全体でカーボンニュートラ
ルや再エネ100％を宣言し、日本の取引先にも対応を求める動きも出てきていま
す。

• グローバル企業の多くは、達成期限を2030年に置いているため、日本の取引企
業のカーボンニュートラルの状況が改善しなければ、サプライチェーンから外
されるというリスクが考えられます。

これは、日本国内大手企業等も同様。今後、国内大手企業等もサプライチェーン全体でカーボ
ンニュートラルに取り組むことを宣言する企業が増えてくることが想定される。

カーボンニュートラルに取り組まないと既存のサプライチェーンから外されるというリスクが考えられます。

2. (2) 世界と日本の取り組み状況
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近年、日本でも大手企業からサプライヤーに排出量の削減を求める動きが増加

企業名 業種 概要

大和ハウス工業 建設業 2030年までに主要サプライヤーの90％以上に温室効果ガスの削減目標を設
定させる

第一三共 医薬品 主要サプライヤーの90%に削減目標を設定させる

ホンダ 自動車 主要サプライヤーに二酸化炭素排出量を2019年度比で年4%ずつ減らすよう
要請

積水ハウス 建設業 サプライヤーに対し、事業で使用する電気で再エネ100%を使用することを求
めた

日立製作所 電機 取引総額の約７割を占める800社に、排出削減の計画策定を求めた

イオン 流通業 購入した製品・サービスからの排出量の80％に相当するサプライヤーにSBT目
標を設定させる

大日本印刷 印刷 購入金額の90%に相当する主要サプライヤーに、SBT目標を設定させる

ロッテ 食料品 購入した製品・サービス、資本財、輸送・配送（上流）による排出量の80%
に相当するサプライヤーにSBT目標を設定させる

2. (2) 世界と日本の取り組み状況
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 大手企業等からサプライヤーへの要求はこれから増々高まる
 法的にも中小企業も対応する義務がある

 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）
（事業者の責務）

第五条事業者は、その事業活動に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等の
ための措置（他の者の温室効果ガスの排出の量の削減等に寄与するための措置
を含む。）を講ずるように努めるとともに、国及び地方公共団体が実施する温
室効果ガスの排出の量の削減等のための施策に協力しなければならない。

 事業者へ排出削減のプレッシャー
① 投資家 排出削減にネガティブな要素を持つ業種を投資先から外す動き
② 企業 調達先企業に対する排出削減の要求、取引機会の損失
③ 消費者 若い世代でエコ、フェアトレード、オーガニック等の市場拡大

事業者の規模に関わらず、排出削減の努力義務および国等の
施策への協力の義務がある。 ※罰則はない

2. (3) 中小企業への影響
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国際的な取り組み

2030年:46％減
2050年:カーボンニュートラル達成

大企業

 事業者へ排出削減のプレッシャー
① 投資家 排出削減にネガティブな要素を持つ業種を投資先から外す動き
② 企業 調達先企業に対する排出削減の要求、取引機会の損失
③ 消費者 若い世代でエコ、フェアトレード、オーガニック等の市場拡大

大企業中小企業・小規模事業者 中小企業・小規模事業者

地球温暖化

2. (3) 中小企業への影響
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取り組みには体制の見直しや計画立案なども含めて時間がかかるため、
リスク回避という意味でも今からカーボンニュートラルの取り組みを検討していく必要があります。

メリット

 エネルギーコスト(光熱費・燃料費)の削減
 競争力の強化・取引先や売上拡大
 知名度や認知度の向上
 資金調達面での有利
 社員モチベーションや人財獲得力の強化

デメリット
 電気・エネルギー代金の高騰によるコスト増
 炭素税によるコスト増
 他社が取り組んでいる中で活動していないというマイナス評価・イメージの低下
 サプライチェーンの中でCO2排出量削減に取り組まないことによる取引機会減少
 人材流出

pamphlet2022fy01.pdf (meti.go.jp)

3. カーボンニュートラルに取り組むメリット
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自社のGHG排出量(≒CO2排出量)の把握

GHG削減目標の設定

中小企業 カーボンニュートラル対応フロー

GHG削減活動の検討
・削減活動の検討:何ができるか
・削減計画の策定:優先順位付け、いつ何をするか

中小企業版SBTに沿った目標

GHG削減活動の実践
・削減活動の実践:補助金、支援事業の活用
・対外的アピール :企業競争力の強化

4. 中小企業における脱炭素経営への対応
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SBT（Science Based Targets）とは
パリ協定が求める水準と整合した、5年～10年先を目標年として企業が設定する、
温室効果ガス排出削減目標のこと。

(出典) 環境省 SBT概要資料
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_gaiyou_20230630.pdf

4. 中小企業における脱炭素経営への対応
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中小企業版SBT

(出典) 環境省 SBT（Science Based Targets）について
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_gaiyou_20230201.pdf

4. 中小企業における脱炭素経営への対応
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(出典) 環境省 SBT（Science Based Targets）について
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_gaiyou_20230201.pdf

4. 中小企業における脱炭素経営への対応
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SBTに取り組むメリット

SBTはパリ協定に整合する持続可能な企業であることを、ステークホルダーに対して分かり易くアピールできる

(出典) 環境省 SBT（Science Based Targets）について
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_gaiyou_20230201.pdf

4. 中小企業における脱炭素経営への対応
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中小企業 カーボンニュートラル対応フロー

自社のGHG排出量(≒CO2排出量)の把握

GHG削減目標の設定

GHG削減活動の検討

・削減活動の検討:何ができるか、どこまでやるか
・削減計画の策定:優先順位付け、いつ何をするか

 支援機関の活用

自力だけでは中々難しい

基本的な考え方
①できる限りエネルギー消費量を削減 ＝省エネ

例）高効率の照明・空調・熱源機器の利用等
②エネルギーの低炭素化を進める ＝再エネ

例）太陽光・風力・バイオマス等の再エネ発電設備の利用、太陽熱温水器・バイオマスボイラーの利用等
③⾧期的な利用エネルギーの転換(電化を促進する)

例）電気自動車の利用、暖房・給湯のヒートポンプ利用等
参考:環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック」

・削減活動の実践:補助金、 支援事業の活用
・対外的アピール :企業競争力の強化GHG削減活動の実践

4. 中小企業における脱炭素経営への対応
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











5. カーボンニュートラル実現に向けた中小機構の支援施策
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■カーボンニュートラルセルフチェックシート■カーボンニュートラル特設ページ

令和3年10月より、J-Net21に特設ページを設け、「カーボンニュートラル」に関する施策
情報、取組みの手順、セルフチェックシート等を順次提供。

https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/index.html

https://j-net21.smrj.go.jp/special/chusho_sdgs/carbonneutral/checksheet.html

3つの手順【①現状把握（認識・知識）②取り組み（行動・意
識）③計画策定（計画・今後の方針）】でカーボンニュートラ
ル実現に向
けた取り組みの手順を紹介。

5. (1) J-Net21 (認知・理解)
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1. 現状把握（認識・知識）
まず、自社のエネルギー使用量やCO2排出量といった現状把握から始めることが必要。
燃料等使用量からCO2排出量に換算することも必要。

2. 取り組み（行動・意識）
次に、ほかの中小企業の取組み事例を調べたり、省エネルギーセンター等の外部診断を受けたりするこ

とが有効。中小企業の取組み事例は、環境省の「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック」が参
考になる。

3. 計画策定（計画・今後の方針）
こうした対応を考えた上で、再生可能エネルギーの導入など今後の方針を立てることが重要。再生可能

エネルギーの導入には、使用電力を100％再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示す「再エネ100
宣言RE Action」（RE100の中小企業版）の取り組み事例が参考になる。

中小企業向けに「カーボンニュートラル チェックシート」を作成し、次の3つの手順を紹介。

5. (参考)カーボンニュートラル チェックシート
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5. (参考)カーボンニュートラル チェックシート
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【セミナー内容】
「カーボンニュートラルセミナー~地域産業における脱炭素社会での未来像を語る～」

①カーボンニュートラルが実現する新しい経済社会とその道筋
（国際大学副学⾧・教授 橘川 武郎 氏）

②事例紹介
（千代田化工建設株式会社／株式会社日立製作所／株式会社誠和

株式会社TBM／株式会社日本テクノ 計5社）
③中小企業のための役立つ支援施策（中小機構）

目 的:省エネ・カーボンニュートラルの普及・啓発、取組事例の紹介
形 式:オンライン配信
開催日:2023年3月20日
参加者:約220名

中小企業者に向けて、経済産業省と共催でWebセミナーを開催。

橘川氏による講演の様子 中小機構による施策紹介事例紹介（株式会社日本テクノ）

5. (2) 普及・啓発セミナー (認知・理解)



37

省庁・金融機関・業界団体等と連携してセミナー・勉強会を実施。
形式 開催日 共催団体 対象者 参加者数
オンライン 2021/12/16 関東経済産業局 中小企業・小規模事業者 600名
オンライン 2022/1/11 関東経済産業局 よろず支援拠点 関東地域のよろず11拠点
オンライン 2022/1/27 茨城県産業技術センター 中小企業・小規模事業者 20社
オンライン 2022/2/3 線材製品協会 中小企業・小規模事業者 100名
オンライン 2022/2/21 関東経済産業局 中小企業診断士 関東地域の診断士協会
オンライン 2022/2/22 地方銀行 左記の行員 61支店
オンライン 2022/3/3 鳥取大学振興協力会 中小企業・小規模事業者 30名
オンライン 2022/5/31 大手商社 中小企業・小規模事業者 130名
ハイブリッド 2022/6/14 金融財政事情研究会 金融機関・保証協会 20名
現地 2022/6/15 商工中金鳥取支店 中小企業・小規模事業者 30名
ハイブリッド 2022/7/14 愛知県小牧商工会議所 中小企業・小規模事業者 30名
現地 2022/7/29 商工中金盛岡支店 中小企業・小規模事業者 50名
オンライン 2022/8/23 三重県工業研究所 中小企業・小規模事業者 30名
オンライン 2022/10/25 栃木県産業振興センター 支援機関 20名
ハイブリッド 2022/11/16 日本政策金融公庫（中部） 中小企業・小規模事業者 70名
オンライン 2022/11/17 大手物流 中小企業・小規模事業者 30名
オンライン 2022/11/22 宇都宮商工会議所 中小企業・小規模事業者 20名
現地 2022/12/2 岐阜県産業経済振興センター 中小企業・小規模事業者 20名
現地 2022/12/6 山梨県よろず支援拠点 中小企業・小規模事業者 30名
ハイブリッド 2022/12/7 北海道経済産業局 金融機関 30名
動画配信 2022/12/8 神奈川県 中小企業・小規模事業者 -
オンライン 2023/1/23 福井県 支援機関 70名
現地 2023/2/24 高知県 中小企業・小規模事業者 100名
オンライン 2023/3/20 関東経済産業局 中小企業・小規模事業者 220名

5. (2) 普及・啓発セミナー (認知・理解)
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オンライン相談（本部・関東本部）

 場所:オンライン（本部・関東本部）
（Microsoft teamsまたはzoom）

 相談時間:毎週火曜・木曜
午前9時～午後5時（事前予約制）

 費用:無料
 申込方法:HPから申込み

「ＣＮ相談」で検索
カーボンニュートラルに関する相談｜中小機構 (smrj.go.jp)

窓口相談

 場所:北海道本部、東北本部、中部本部
近畿本部、中国本部、九州本部
（対面またはオンライン）

 費用:無料
 申込方法:各地域本部にご連絡ください。

 どのようにカーボンニュートラルに取り組んだらよい
かわからない

 再生可能エネルギーを導入したい
 SBTやRE100 （中小企業版）へ

加入する方法やメリットを知りたい etc...

支援機関の皆さまからの相談や同席にも対応いたします!
経験豊富な専門家が無料 で 何度でも 相談にお答えします!

中小企業・小規模事業者に向けて、カーボンニュートラルや脱炭素化について、無料の相談
窓口を令和3年10月19日に開設。全国からの相談をオンラインで受付。
その後、各地域本部においても順次窓口相談を開設中。

5. (3)カーボンニュートラルに係る相談窓口 (相談)



40

中小機構のオンライン相談窓口等に寄せられた相談内容（複数相談あり）
相談件数213件（令和3年10月～令和5年3月）

■ 「現状把握・情報収集」、「自社のCO2排出量の計算方法」といった具体的な取組み前
の基礎的な相談事項が多い。

■ 一方で、「自社取組みのＰＲ」、「サプライチェーン対応」、「SBT・RE100への認証
対応」といった具体的な相談も増えて来ている。

5. (3)カーボンニュートラルに係る相談窓口 (相談)
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自社の取り組みのPR

秋山周悟 <akiyama-sh@smrj.go.jp>; 堀野聡 <horino-joho@smrj.go.jp>

現状把握・情報収集
• 自社のカーボンニュートラルの活動内容が、取り組みとして適切なのかどうかのアドバイスが欲しい。
• 弊社のような建設中小企業が取り組みやすい活動をご教示いただけますと幸いです。
• そもそも何をしていけば良いのかよく分からない。 LED・空調の見直しも行っていないが、タイミングとしていつ頃に

対策するのがいいのでしょうか。

自社CO2排出量の計算方法
• 自社のCO2排出量を測定する方法を知りたい。
• Scope3の計算において、配送が宅配便の場合はどう計算すれば良いのか?
• 全社ではなく、特定製品のCO2算出量はどうするのか?また、複数の会社で共同開発販売している製品のCO2算出量は

どう計算すべきか?

• 自社で取り組んでいる活動を対外的にアピールするにはどうしたらいいか。
• カーボンニュートラルの取り組みを受注につなげるにはどのような活動をすべきか。
• 自社製品がカーボンニュートラルに寄与するのではないかと考えているが、数字で表現するにはどうすればよいか。

サプライチェーン対応
• 取引先から自社製品・工程のCO2排出量の開示を求められて困っている。
• サプライヤーに対して具体的にどのような要求がでてくるのか教えてほしい。
• 自動車部品メーカーからCNに関する問い合せが増えている。短期、中期、⾧期のCNの目標をどのように設定し、展開し

ていけばよいのか。

補助金の活用、再生可能エネルギー、SBT認証など
 脱炭素化へ向けた設備導入に活用できる補助金を知りたい。
 再生可能エネルギーを電力会社に売電しているが、これは自社のカーボンニュートラルの活動と捉えることができるか。
 中小企業版のSBT認定取得について具体的な申請方法を教えて欲しい。

具体例

5. (3)カーボンニュートラルに係る相談窓口 (相談)
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相談件数213件（令和3年10月～令和5年3月）
相談企業

(n=213)

■ 中小機構にこれまで寄せられた相談企業の内訳を見ると、製造業が約60％と多く、売上
高、従業員数を見ても比較的規模の大きい中小企業からの相談が多いことが分かる。

■ 実際に、大手企業等から対応を求められたために相談に来ている企業が多いとの印象も
あり、比較的規模の大きい企業からの相談が多くなっていると考えられる。

5. (3)カーボンニュートラルに係る相談窓口 (相談)
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CO2排出量算定支援（事業再構築相談・助言）
カーボンニュートラル・脱炭素化に向けたCO2排出量算定にお困りの方を対象に、最大3回
まで中小機構の専門家がアドバイスを行います。（無料）

＜支援内容の一例＞

専門家が貴社の工場等を訪問し、CO2排出量チェックシー
トを作成、CO2排出量算定のポイントや算定方法について
説明します。

１．現状把握

1回目で作成したCO2排出量チェックシートから自社の状況
や課題を整理します。

２．課題発見

2回目で整理した課題を基に、貴社のCO2排出量削減目標値
を設定、今後の削減行動を検討します。

３．削減対応の検討

CO2排出量チェックシートのイメージ

5. (4)事業再構築 相談・助言 (現状把握)
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カーボンニュートラルをテーマとした ハンズオン支援

⾧期的な支援となるため、現状のCO2排出量の
把握から削減目標の設定、さらには全社的な削
減計画の策定まで支援することが可能です。

実際に取組むのは企業様です。専門家がなにか
すべての答えを落としに来てくれるわけではあ
りません。企業様のプロジェクト活動を当機構
は最大限サポートさせていただきます。

カーボンニュートラルを達成するためには、省
エネだけでなく、⾧期的なエネルギーの転換・
再生可能エネルギーの活用・生産設備の更新等
を検討することが重要です。そのため、計画策
定にあたっては設備投資の意思決定も必要であ
り、全社的な視点で計画を策定することが大切
です。

⾧期的に継続して専門家を派遣し、カーボンニュートラルに向けたCO2排出量削減計画の
策定・実行を支援します。（有料）

（参考）削減計画策定のフロー

5. (5)ハンズオン支援事業 (目標・計画)
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 ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづくり補助金「グリーン枠」）

 中小企業等事業再構築促進事業（事業再構築補助金「グリーン成⾧枠」）

温室効果ガスの排出削減に資する革新的な製品・サービスの開発や炭素生産性向上を伴う生産プロセス・
サービス提供方法の改善等による生産性向上に必要な設備・システム投資等を行う事業者を支援。

事業再構築の内容が、グリーン成⾧戦略「実行計画」14分野に掲げられた課題の解決に資する取組として
記載があるものに該当し、 研究開発・技術開発又は人材育成をあわせて行うことで、高い成⾧を目指す事
業者を支援。

補助上限金額 補助率

中小企業 100万円～1億円 1/2
中堅企業 100万円～1.5億円 1/3

補助上限金額 補助率

5人以下 750万円

2/36人～20人 1,000万円

21人以上 1,250万円

概要

補助額

カーボンニュートラルの実現を目指す中小企業の設備投資やサービスの提供が対象。
温室効果ガスの排出削減に資する生産・サービスの開発や、グリーン成⾧戦略での事業再構
築を通じて高い成⾧を目指す計画を資金面からサポート。

●エントリー類型 ●スタンダード類型 ●アドバンス類型
補助上限金額 補助率

5人以下 1,000万円

2/36人～20人 1,500万円

21人以上 2,000万円

補助上限金額 補助率

5人以下 2,000万円

2/36人～20人 3,000万円

21人以上 4,000万円

概要

補助額

5. (6)補助金 (実行)
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6. その他の支援策について

経済産業省・環境省 「中小企業等のカーボンニュートラル支援策」(PDF)

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/pamphlet/pamphlet2022fy01.pdf



2章
カーボンニュートラル支援事例
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（1）支援企業の概要

支援企業
・業種 :自動車販売
・支店 :5支店
・従業員:100名程度

相談事項
・CNに関して自社がいる位置を知りたい
・CN達成目標が分からない
・何から手を付けるべきか分からない
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（2）支援事業の概要

支援事業
・CO2排出量算定支援（事業再構築相談・助言）を利用
・無料で3回、専門家派遣（1回2時間程度）

1. 現状把握 :CO2排出量算定
2. 課題発見 :課題整理・目標設定
3. 削減対応の検討:課題の方向性提示

1. CO2排出量の見える化と目標設定
2. CO2削減策の検討と効果予測
3. 将来の対応策と具体的アクションの提案

以下の内容にて支援
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• (3月) 事前ヒアリング
①カーボンニュートラルの概要説明
②相談事項についてのヒアリング

• (5月) 第1回目CO2排出の見える化と目標設定
(カーボンニュートラルの概要おさらい)
①CO2排出量の見える化
②目標策定

• (6月) 第2回目CO2削減策の検討と効果予測
①CO2削減策の検討
②削減策による効果予測

• (7月) 第3回目将来の対応策と具体的アクションの提案
①2050年までの対応策の提案
②今後の具体的アクションの提示

2. 支援の流れ
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■実施内容
①カーボンニュートラルの概要説明
②相談事項についてのヒアリング

 元々日本商工会議所のCO2チェックシートに記載済み
 エネルギー使用量資料の受領（2021年度、2022年度）

（1）事前ヒアリング

日商CO2チェックシート_会社全体のエネルギー使用量

支店A 支店B 支店C 支店D 支店E

支店別のエネルギー使用量/月
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（2）第1回目 CO2排出の見える化と目標設定

電気合計
25%

都市ガス
0%

LPG
0%

ガソリン
46%

灯油
29%

軽油
0%

A重油
0%

基準年度のエネルギー使用割合

2021年度［CO2換算]

2021年度 2022年度
前年度比

使用量t-CO2/
年

占有率 使用量t-CO2/
年

占有率

電気合計 216.26 25.02% 205.00 23.72% 0.948

都市ガス 0.00 0.00% 0.00 0.00% -
LPG 0.36 0.04% 0.31 0.04% 0.854

ガソリン 393.91 45.57% 403.87 46.72% 1.025

灯油 252.66 29.23% 229.43 26.54% 0.908
軽油 1.01 0.12% 0.74 0.09% 0.733

A重油 0.00 0.00% 0.00 0.00% -

合計 864.42 100.00% 839.34 97.10% 0.971

■実施内容
（カーボンニュートラルの概要おさらい）
①CO2排出量の見える化
②目標策定

①CO2排出量の見える化



• 電気:25％、ガソリン:46％、灯油:29％ CO2排出
 この3つのエネルギーに着目が必要

• 電気は2021年に比べて2022年は5.2％減少
 ほぼすべての月で減少、LED導入による効果と推測

• 冬の電気使用量は9，10月に比較して2倍以上
 冬場は暖房による電気使用量が半分以上

• 灯油は暖房にのみ使用しているため、ほぼ冬季のみの使用

• ガソリンの冬季の使用量が夏季の3倍以上
 試乗車の暖房のための⾧期暖機運転と推測
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（2）第1回目 CO2排出の見える化と目標設定

CO2排出量から見た診断①CO2排出量の見える化
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②目標設定

（2）第1回目 CO2排出の見える化と目標設定

中小企業SBT 要件確認



66

目標水準 Scope 基準年 目標年 単位 削減量

1.5℃ 1＆2 2021年 2030年 総量 37.8%

2021年 864.42 t-CO2/年

2030年 537.67 t-CO2/年

削減量 326.75 t-CO2/年

• 基準年:2021年 目標年:2030年
• 削減量:年4.2％

• ９年間で37.8％削減が必要
• さらなる省エネの推進により、電気、ガソリン、灯油の使用量削減が必要
• LED導入や節電などによる省エネのみでは目標達成はできない
• 電気へのエネルギー転換、太陽光発電などCO2フリー電源の導入が必要

（2）第1回目 CO2排出の見える化と目標設定

②目標設定

目標値の設定から見た課題
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（3）第2回目 CO2削減策の検討と効果予測

■実施内容
①CO2削減策の検討(~2030)
②削減策による効果予測

• LED照明に変更（継続）

• 冷暖房設定温度変更（冷房２８℃、暖房２０℃）

• 不要電源OFF（PC,照明など）

• 電光看板撤去

• 車の暖機時間短縮（時間を1/2に）

• 保有車の交換（HV,PHV,EV)

• 駐車場に太陽光発電設備導入

①CO2削減策の検討(~2030)



CO2削減項目 CO2削減量(t-CO2)
太陽光発電設備導入 94.42
車の暖機時間短縮 74.47
冷暖房設定温度変更 66.87
森林保有 51.37
保有車の交換 39.8
PC等不要電源OFF 11.87
LED照明に変更 11.26
電光看板撤去 4.52
トータルCO2削減量 355.58
CO2排出量 508.84
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94.42

74.47
66.87

51.37
39.8

11.87 11.26
4.52

CO2削減量(t-CO2)

目標(t-CO2) 予測(t-CO2)
トータルCO2削減量 326.75 355.58
CO2排出量 537.67 508.84

②削減策による効果予測

（3）第2回目 CO2削減策の検討と効果予測
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（4）第3回目 将来の対応策と
今後の具体的アクションの提案

■実施内容
①2050年までの対応策の提案（2030~2050）
②今後の具体的アクションの提示

①2050年までの対応策の提案（2030~2050）
• 断熱性能の良い整備工場へ建て替え
• 事務所や展示ルームの2重窓化
• 整備工場の暖房を電気に変更
• 保有車をPHV、EV、FCVに変更
• CO2フリー電力の購入
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• カーボンニュートラルPJチーム発足

• 社内認知活動（全社員向）

• スケジュール作成（短期/中期）

• アクションリスト作成（3か月）

• SBT認証検討

P Sponsor

P Manager

Advisor

太陽光発電

Leader

省エネ

Leader

PJ 組織図

②今後の具体的アクションの提案

ハンズオン支援事業にて支援を検討

（4）第3回目 将来の対応策と
今後の具体的アクションの提案
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4. 支援後の取り組み状況

• LED照明に変更
 支援開始前より取り組み中。継続実行

• 冷暖房設定温度変更（冷房２８℃、暖房２０℃）
 各営業所と調整中

• 不要電源OFF（PC,照明など）
 経営者から実行中。トイレ電気等は実施済み。
 PCの不要電源OFFは今後社内浸透を推進

• 電光看板撤去
 各支店の経営状況に応じて機を見つつ順に実施

• 車の暖機時間短縮（時間を1/2に）
 今冬より実施

• 保有車の交換（HV,PHV,EV)
 今後順に実施

• 駐車場に太陽光発電設備導入
 設備業者より見積取得

CO2削減策 (~2030)の実施状況



ご清聴ありがとうございました
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